





























































Wallace ＝ 2008；萩原 2009）。WHO（2015）は、
高齢者虐待を「単発ないしは、継続的な不適切な







られている現状にある（上村ら 2003；Bonnie & 




明が課題であった（多々良 1994; 高崎ら 1998; 医
療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研究機構













































































































Podnieks,E(2004） Micro, Mezzo, Macro（ミクロ , メゾ , マクロ）
介入レベルをメゾ（家族 , 地域など）とマクロ（法
令など）で述べている





























































































































































































































































































































































13 事例の記録である。なお、この 13 事例は、1
年前から継続して対応されてきた事例を含んでい
る。
　本調査の調査協力機関は、A 県 B 市の C 地域
包括支援センター（主任介護支援専門員 1 名、社
会福祉士 2 名、保健師 1 名、他事務職など 2 名）
である。B 市は、人口約 11 万人、高齢化率約 22
％、要支援・要介護認定者数は高齢者人口の 17
％（平成 Y 年度現在）の自治体である。地域包




　A 県 B 市が高齢者虐待対応に対して体制整備
を開始したのは、高齢者虐待対応マニュアルの策






















となっている平成 Y 年 7 月を含むことが最適と
判断し、平成 Y 年 4 月から翌年 3 月までとした。




















9 項目、【Ⅱ関係機関との協議体制】が 5 項目、
【Ⅲ本人保護支援体制】が 13 項目、【Ⅳ養護者支



































































































































は、60 歳代〜 90 歳代で、80 歳代が 9 名、60 歳
代が 2 名、70 歳代と 90 歳代が各 1 名であった。




支援Ⅱが 2 名、要介護Ⅰ・Ⅱが 5 名、要介護Ⅲ〜
Ⅴが 6 名であった。養護者と同居している被虐待
者が 11 名、別居が 2 名であった。13 名全員に、
生活保護受給あるいは公的年金による収入があっ
た。
　養護者は 18 名であった。年齢は、40 歳代〜 60
歳代で、40 歳代が 3 名、50 歳代が 11 名、60 歳
代が 4 名であった。本人との続柄は配偶者が 1
名、子が 13 名、子の配偶者が 4 名であった。独
身 8 名、既婚 10 名であった。虐待の要因に関連
する情報として、経済状況は、無職が 5 名、有職
が 13 名、借金有が 5 名であった。精神的な状況
としては、医師の診断による精神疾患を持つ者が
3 名、過去に自殺未遂を起こしている者が 3 名で
あった。他、幼少時に叩かれたとの訴えがあった
者が 2 名、被虐待者と別居歴がない、あるいは 1
年未満であった者が 7 名であった。
　主な虐待類型としては、身体的虐待が 6 事例、
放棄放任が 2 事例、経済的虐待が 2 例、身体的虐
待と経済的虐待が 3 事例であり、B 市高齢者虐待
対応所管課と C 地域包括支援センターの協議に
よって虐待「有」と判断されたのは、身体的虐待
























































の協働─第 1・第 2・第 3分析のまとめ─







































































年 10 月に、4,558 箇所の全国の地域包括支援セン
ターの名簿を、各都道府県のホームページより公
式データとして入手し、その 4 分の 1 である
1,139 箇所を無作為に抽出した。地域包括支援セ











































作成した 13 変数で、合計 66 の変数となった。
5．倫理的配慮
　本量的調査は、2014 年 7 月にルーテル学院大
学研究倫理委員会の審査により承認を得て実施し






















































































































































定がそれぞれ 1 変数、養護者支援が 2 変数、評
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Prevention of Elder Abuse in Social Work Practice based on The Act 
for the Prevention of Elder Abuse
Toward Constructing a Preventive Support System 
to Halt Abuse of the Elderly
Misae Oppata
The purpose of this research was to examine the actual state of social work support based on the elder 
abuse prevention law, develop items of a conceptual framework of prevention of elder abuse, and develop a 
comprehensive elder abuse prevention support system. 
Since concepts for the prevention of elder abuse were not clear, concepts of preventive psychiatry 
proposed by Caplan, G(1964) were used to create the preliminary conceptual framework for the prevention 
of elder abuse.
First, a qualitative study of 13 case records at one Regional Comprehensive Support Center (RCSC) was 
conducted to clarify aspects of collaborative processes for the prevention of elder abuse and revealed 6 
major actions undertaken by social workers. A quantitative survey was carried out to examine whether 
these actions were being undertaken by other RCSCs. 
Outcomes of both studies indicated that there was a unique series of processes from secondary to 
primary prevention and then tertiary preventions of elder abuse. It can be concluded that increased elder 
abuse prevention is likely to be achieved by strengthening and modifying the existing prevention system.
Keywords:   elder abuse, prevention, social work practice, qualitative research, quantitative research
